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調査価格の性質一覧の見方

本表（調査価格の性質一覧）は、2000年基準企業向けサービス価格指数における各品目で調査している価格（調査価格）

の内容について示したものです。

　　――　「調査価格の種類」「平均価格の種類」「定期的な遡及訂正」「消費税以外の間接税」の項目を設け、それぞれに

　　　　ついて調査価格の内容を示しています。

　　――　各項目の設定欄に該当する調査価格が１つでも存在する場合、当該欄に「○」印を記入しています。各項目の用語

　　　　については、以下をご覧下さい。

　　――　調査時点は、2004年10月29日時点。

「調査価格の種類」

　　――　どのような価格を調査しているかを示しています。「その他」に分類される場合は、詳細を欄外に注記しています。

取引価格 ：実際の取引価格。

標準価格 ：標準的な建値、仕切価格、定価×掛目、料金表価格など、実際の取引において目安と

　される標準的な価格。

平均価格 ：商品（サービス）または取引条件の異なる複数の実際の取引価格を、単純平均または

　それぞれの取引数量で加重平均した価格。

料率×インフレーター：料率方式により価格が設定されるサービスでは料率を調査しているため、この料率に

　適当な価格指数（インフレーター）を乗じることにより金額ベースに変換した価格。

　調査している料率の種類により、「取引価格」「標準価格」「平均価格」「その他」

　に分類。

人月単価 ：調査単位を「労働時間当たり」で設定した価格。人月単価の種類により、「取引価格」

　「標準価格」「平均価格」「その他」に分類。

そ の 他 ：上記以外の価格。

「平均価格の種類」

　　――　上記「調査価格の種類」の項目で「平均価格」が選択されている場合は、本項目においてどのような「平均価格」を

　　　　調査しているかを示しています。

　　――　「料率×インフレーター」「人月単価」の内訳項目にある「平均価格」を含みます。

商品・取引先固定 ：商品と取引相手先の双方を固定した平均価格。

商品のみ固定 ：商品を固定した平均価格。

商品群・取引先固定 ：機能・用途が類似する幾つかの商品（商品群）と取引相手先の双方を固定した平均価格。

商品群のみ固定 ：機能・用途が類似する幾つかの商品（商品群）を固定した平均価格。

その他 ：機能・用途が類似する幾つかの商品（商品群）を固定した平均価格。ただし、同一の商

　品群として括る条件は緩めに設定したもの。

　　――　＊１とある場合は、取引相手先を固定しています。＊２とある場合は、取引相手先を
　　　　固定していません。

「定期的な遡及訂正」

――　当該月の指数作成時点では何らの理由で価格情報が判明しておらず、事後的に、ある一定のタイミングで価格情報

　　を入手するものを示しています。こうした調査価格については、定期的な遡及訂正の実施時（年２回：４月、10月）

　　に企業向けサービス価格指数をリバイスすることにより、反映しています。

「消費税以外の間接税」

――　調査している価格に消費税以外の間接税が含まれているかを示しています。消費税以外の間接税が含まれている

　　場合は、詳細を欄外に注記しています。
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調査価格の性質一覧

（基本分類指数）

調査価格の種類

料率×インフレーター

取引価格 標準価格 平均価格

金融 内国為替手数料 ○ ○

外国為替手数料 ○

預貸業務手数料 ○

証券委託手数料 ○

証券引受手数料 ○ ○

証券募集取扱手数料 ○

証券事務委託手数料 ○ ○

代理業務手数料 ○ ○

保護預り手数料 ○

保証業務手数料 ○

保険 火災保険 ○

自動車保険(任意) ○

自動車保険(自賠責) ○

海上・運送保険 ○ ○ ○

不動産賃貸 事務所賃貸(東京圏) ○ ○

事務所賃貸(名古屋圏) ○ ○

事務所賃貸(大阪圏) ○ ○

事務所賃貸(その他地域) ○ ○

店舗賃貸 ○ ○

ホテル賃貸 ○

駐車場賃貸 ○ ○

旅客輸送 新幹線 ○

鉄道旅客輸送(除新幹線) ○

乗合バス ○

貸切バス ○ ○

ハイヤー・タクシー ○

国際航空旅客輸送 ○

国内航空旅客輸送 ○

陸上貨物輸送 鉄道貨物輸送 ○ ○

積合せ貨物輸送 ○

宅配便 ○ ○

メール便 ○

貸切貨物輸送 ○ ○

特殊貨物輸送 ○

海上貨物輸送 定期船 ○ ○

不定期船 ○

外航タンカー ○

貨物船 ○ ○

自動車航送船 ○

内航タンカー ○

外航貨物用船料 ○ ○

港湾荷役 ○

航空貨物輸送 国際航空貨物輸送 ○ ○

国内航空貨物輸送 ○ ○

その他

類　　別
平均価格標準価格取引価格

品　　目
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調査価格の性質一覧

（基本分類指数）

調査価格の種類（つづき）

人月単価

取引価格 標準価格 平均価格

金融 内国為替手数料

外国為替手数料

預貸業務手数料

証券委託手数料

証券引受手数料

証券募集取扱手数料

証券事務委託手数料

代理業務手数料

保護預り手数料

保証業務手数料

保険 火災保険

自動車保険(任意)

自動車保険(自賠責)

海上・運送保険

不動産賃貸 事務所賃貸(東京圏)

事務所賃貸(名古屋圏)

事務所賃貸(大阪圏)

事務所賃貸(その他地域)

店舗賃貸

ホテル賃貸

駐車場賃貸

旅客輸送 新幹線

鉄道旅客輸送(除新幹線)

乗合バス

貸切バス

ハイヤー・タクシー

国際航空旅客輸送

国内航空旅客輸送

陸上貨物輸送 鉄道貨物輸送

積合せ貨物輸送

宅配便

メール便

貸切貨物輸送

特殊貨物輸送

海上貨物輸送 定期船

不定期船

外航タンカー

貨物船

自動車航送船

内航タンカー

外航貨物用船料

港湾荷役

航空貨物輸送 国際航空貨物輸送

国内航空貨物輸送

その他
その他

類　　別 品　　目
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調査価格の性質一覧

（基本分類指数）

平均価格の種類

金融 内国為替手数料 ○

外国為替手数料

預貸業務手数料

証券委託手数料

証券引受手数料 ○

証券募集取扱手数料

証券事務委託手数料 ○

代理業務手数料

保護預り手数料

保証業務手数料

保険 火災保険

自動車保険(任意)

自動車保険(自賠責)

海上・運送保険 ○ ○ ○ ○ ＊２

不動産賃貸 事務所賃貸(東京圏) ○

事務所賃貸(名古屋圏) ○

事務所賃貸(大阪圏) ○

事務所賃貸(その他地域) ○

店舗賃貸 ○

ホテル賃貸

駐車場賃貸 ○

旅客輸送 新幹線

鉄道旅客輸送(除新幹線)

乗合バス

貸切バス ○ ○ ＊２

ハイヤー・タクシー

国際航空旅客輸送

国内航空旅客輸送 ○

陸上貨物輸送 鉄道貨物輸送 ○ ○

積合せ貨物輸送

宅配便 ○

メール便

貸切貨物輸送 ○

特殊貨物輸送

海上貨物輸送 定期船 ○ ○

不定期船

外航タンカー

貨物船 ○

自動車航送船

内航タンカー

外航貨物用船料 ○

港湾荷役

航空貨物輸送 国際航空貨物輸送 ○ ○

国内航空貨物輸送 ○

（注）＊２：商品群を固定した平均価格を調査している。ただし、商品群を括る条件は緩めに設定している。

その他
類　　別 品　　目 商品・

取引先固定
商品のみ
固定

商品群・
取引先固定

商品群のみ
固定
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調査価格の性質一覧

（基本分類指数）

金融 内国為替手数料

外国為替手数料

預貸業務手数料

証券委託手数料

証券引受手数料

証券募集取扱手数料

証券事務委託手数料 ○

代理業務手数料

保護預り手数料

保証業務手数料

保険 火災保険

自動車保険(任意)

自動車保険(自賠責)

海上・運送保険

不動産賃貸 事務所賃貸(東京圏)

事務所賃貸(名古屋圏)

事務所賃貸(大阪圏)

事務所賃貸(その他地域)

店舗賃貸

ホテル賃貸

駐車場賃貸

旅客輸送 新幹線

鉄道旅客輸送(除新幹線)

乗合バス

貸切バス

ハイヤー・タクシー

国際航空旅客輸送

国内航空旅客輸送

陸上貨物輸送 鉄道貨物輸送

積合せ貨物輸送

宅配便

メール便

貸切貨物輸送

特殊貨物輸送

海上貨物輸送 定期船

不定期船

外航タンカー

貨物船

自動車航送船

内航タンカー

外航貨物用船料

港湾荷役

航空貨物輸送 国際航空貨物輸送

国内航空貨物輸送

消費税以外
の間接税

定期的な
遡及訂正

品　　目類　　別
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調査価格の性質一覧

調査価格の種類

料率×インフレーター

取引価格 標準価格 平均価格

倉庫・運輸付帯サービス 普通倉庫 ○

冷蔵倉庫 ○

こん包 ○

高速自動車国道

都市高速道路 ○

一般有料道路 ○

通信 封書 ○

はがき ○

その他郵便 ○

固定電話 ○

専用線 ○

固定データ伝送 ○

携帯電話 ○

ＰＨＳ ○

アクセスチャージ ○ ○

放送 放送 ○

広告 新聞広告 ○ ○

雑誌広告 ○ ○

テレビ広告 ○ ○ ○

ラジオ広告 ○

屋外広告 ○

交通広告 ○

折込広告 ○

ダイレクトメール広告 ○

インターネット広告 ○

情報サービス 受託開発ソフトウェア

パッケージソフトウェア ○ ○ ○

情報処理サービス ○

システム等管理運営受託 ○ ○ ○

情報提供サービス ○

市場調査 ○ ○ ○

リース・レンタル 産業機械リース ○ ○ ○  注１

工作機械リース ○ ○ ○  注１

医療用機器リース ○ ○  注１

商業・サービス業用機械設備リース ○ ○ ○  注１

通信機器リース ○ ○ ○  注１

土木・建設機械リース ○ ○ ○  注１

電子計算機・同関連機器リース ○ ○ ○  注１

事務用機器リース ○ ○ ○  注１

輸送用機器リース ○ ○

土木・建設機械レンタル ○ ○

電子計算機レンタル ○ ○ ○

レンタカー ○ ○

（注）１．一定の使用形態を仮定したモデル料率にインフレーターを乗じた価格。

取引価格 標準価格 平均価格
類　　別 品　　目

その他
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調査価格の性質一覧

調査価格の種類（つづき）

人月単価

取引価格 標準価格 平均価格

倉庫・運輸付帯サービス 普通倉庫

冷蔵倉庫

こん包 ○  注２

高速自動車国道 ○  注２

都市高速道路

一般有料道路

通信 封書 ○  注３

はがき ○  注３

その他郵便 ○  注３

固定電話 ○  注３,４

専用線 ○  注３,４

固定データ伝送 ○  注４

携帯電話 ○  注３,４

ＰＨＳ

アクセスチャージ

放送 放送

広告 新聞広告

雑誌広告

テレビ広告

ラジオ広告

屋外広告

交通広告

折込広告

ダイレクトメール広告

インターネット広告

情報サービス 受託開発ソフトウェア ○ ○ ○

パッケージソフトウェア

情報処理サービス ○

システム等管理運営受託 ○

情報提供サービス

市場調査 ○

リース・レンタル 産業機械リース

工作機械リース

医療用機器リース

商業・サービス業用機械設備リース

通信機器リース

土木・建設機械リース

電子計算機・同関連機器リース

事務用機器リース

輸送用機器リース

土木・建設機械レンタル

電子計算機レンタル

レンタカー

（注）２．一定の使用形態を仮定したモデル料金。
　　　３．複数商品の平均改定率。
　　　４．複数商品の平均改定率と実績割引率を合算したもの。なお、品目「固定電話」および「専用線」については、
　　　　　２００７年度以降、実績割引率を利用していない。

類　　別 品　　目
その他

その他
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調査価格の性質一覧

平均価格の種類

倉庫・運輸付帯サービス 普通倉庫

冷蔵倉庫

こん包

高速自動車国道

都市高速道路

一般有料道路

通信 封書

はがき

その他郵便

固定電話

専用線

固定データ伝送

携帯電話

ＰＨＳ

アクセスチャージ ○ ＊２

放送 放送

広告 新聞広告 ○ ○ ○

雑誌広告 ○ ○

テレビ広告 ○

ラジオ広告

屋外広告

交通広告

折込広告

ダイレクトメール広告

インターネット広告

情報サービス 受託開発ソフトウェア ○ ○ ＊１,２

パッケージソフトウェア ○

情報処理サービス

システム等管理運営受託 ○

情報提供サービス

市場調査 ○

リース・レンタル 産業機械リース ○

工作機械リース ○

医療用機器リース ○ ○

商業・サービス業用機械設備リース ○

通信機器リース ○

土木・建設機械リース ○

電子計算機・同関連機器リース ○

事務用機器リース ○

輸送用機器リース ○

土木・建設機械レンタル ○

電子計算機レンタル

レンタカー ○

（注）＊１：商品群と取引相手先の双方を固定した平均価格を調査している。ただし、商品群を括る条件は緩めに設定している。
　　　＊２：商品群を固定した平均価格を調査している。ただし、商品群を括る条件は緩めに設定している。

類　　別 品　　目 商品・
取引先固定

商品のみ
固定

商品群・
取引先固定

その他
商品群のみ
固定

7



調査価格の性質一覧

倉庫・運輸付帯サービス 普通倉庫

冷蔵倉庫

こん包

高速自動車国道

都市高速道路

一般有料道路

通信 封書

はがき

その他郵便

固定電話 ○

専用線 ○

固定データ伝送 ○

携帯電話 ○

ＰＨＳ

アクセスチャージ

放送 放送

広告 新聞広告

雑誌広告

テレビ広告

ラジオ広告

屋外広告

交通広告

折込広告

ダイレクトメール広告

インターネット広告

情報サービス 受託開発ソフトウェア ○

パッケージソフトウェア ○

情報処理サービス

システム等管理運営受託

情報提供サービス

市場調査

リース・レンタル 産業機械リース

工作機械リース

医療用機器リース

商業・サービス業用機械設備リース

通信機器リース

土木・建設機械リース

電子計算機・同関連機器リース

事務用機器リース

輸送用機器リース

土木・建設機械レンタル

電子計算機レンタル

レンタカー

消費税以外
の間接税

定期的な
遡及訂正

類　　別 品　　目

8



調査価格の性質一覧

調査価格の種類

料率×インフレーター

取引価格 標準価格 平均価格

下水道・産業廃棄物処理 下水道

産業廃棄物処理 ○ ○

自動車・機械修理 自動車修理 ○

機械修理 ○

専門サービス 弁護士サービス ○

弁理士サービス ○

司法書士サービス ○

公認会計士サービス ○

税理士サービス ○

設計監理

測量 ○ ○

地質調査 ○ ○

社会保険労務士サービス ○

不動産鑑定評価 ○

行政書士サービス ○

土地家屋調査士サービス ○

その他諸サービス 清掃 ○

設備管理 ○

衛生管理 ○

労働者派遣サービス

警備 ○

普通洗濯 ○

リネンサプライ ○

（参考指数）

輸出サービス価格指数 外航貨物輸送 ○ ○

国際航空貨物輸送 ○ ○

取引価格 標準価格 平均価格
類　　別 品　　目

その他
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調査価格の性質一覧

調査価格の種類（つづき）

人月単価

取引価格 標準価格 平均価格

下水道・産業廃棄物処理 下水道 ○  注２

産業廃棄物処理

自動車・機械修理 自動車修理

機械修理 ○

専門サービス 弁護士サービス ○

弁理士サービス

司法書士サービス

公認会計士サービス

税理士サービス

設計監理 ○ ○  注５

測量 ○  注２

地質調査

社会保険労務士サービス

不動産鑑定評価 ○  注２

行政書士サービス

土地家屋調査士サービス

その他諸サービス 清掃

設備管理

衛生管理

労働者派遣サービス ○

警備

普通洗濯

リネンサプライ

（参考指数）

輸出サービス価格指数 外航貨物輸送

国際航空貨物輸送

（注）２．一定の使用形態を仮定したモデル料金。
　　　５．サービス価格（報酬額）は「直接人件費」「経費」「技術料」を合算することにより設定されるが、このサービス価格に占める
　　　　　割合が最も高い「直接人件費」を単位時間当たりで調査しているもの。

その他
類　　別 品　　目

その他
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調査価格の性質一覧

平均価格の種類

下水道・産業廃棄物処理 下水道

産業廃棄物処理

自動車・機械修理 自動車修理

機械修理

専門サービス 弁護士サービス

弁理士サービス

司法書士サービス

公認会計士サービス

税理士サービス

設計監理 ○

測量

地質調査

社会保険労務士サービス

不動産鑑定評価

行政書士サービス

土地家屋調査士サービス

その他諸サービス 清掃

設備管理

衛生管理

労働者派遣サービス ○ ○

警備

普通洗濯

リネンサプライ

（参考指数）

輸出サービス価格指数 外航貨物輸送 ○ ○

国際航空貨物輸送 ○ ○

類　　別 品　　目
その他

商品・
取引先固定

商品のみ
固定

商品群・
取引先固定

商品群のみ
固定
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調査価格の性質一覧

下水道・産業廃棄物処理 下水道

産業廃棄物処理 ○  注６

自動車・機械修理 自動車修理

機械修理

専門サービス 弁護士サービス

弁理士サービス

司法書士サービス

公認会計士サービス

税理士サービス

設計監理

測量

地質調査

社会保険労務士サービス

不動産鑑定評価

行政書士サービス

土地家屋調査士サービス

その他諸サービス 清掃

設備管理

衛生管理

労働者派遣サービス

警備

普通洗濯

リネンサプライ

（参考指数）

輸出サービス価格指数 外航貨物輸送

国際航空貨物輸送

（注）６．産業廃棄物税制度が導入されている中間処理・最終処分地（地方公共団体）を調査価格の内容として特定しており、かつ調査先が
　　　　　課税対象（納税義務者）となっている場合は、産業廃棄物税を含むベースで調査。

消費税以外
の間接税

定期的な
遡及訂正

類　　別 品　　目
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